



































































































































































































































































































年令1全体13・未満13・31 32 33 34 351　3・以上1平均






会社釧　165 15 14 26 103 5























齢一響53 54 55 56 57
年金刺6・・4 8．　6 8．　5 8．　9 8，　1



































































































































































































































































































































































注 記 事 項 会社数 構成比
⑦油漉金制度を一ZZ（又は全部）採肌た（又は採隔ている）制 198社1 100．　oo／．
◎　最近時点の年金資産の合計額又は過去勤務債務の現在額 20 10．　1
（i）　年金資産の合計額
（ii）　過去勤務債務の掛金期間（償却期間）
◎　移行時の退職給与引当金超過額（早取崩残高）に関する会計処理
　　の方法
??1
38
6．　6
3．　5
19．　2
（i）退職給与引当金超過額（乱取崩残高）の取崩基準 28 14．　1
（ii）移行時に過去勤務債務を負債の部に見積り，退職給与引当金
　　超過額（未取崩残高）をこれに直接充当した（又は充当してい
　　る）場合，その旨
10 5．　1
㊥　過去勤務債務の掛金期間（償却期間） 7 3．　5
（注）対象会社は，昭和58年3月決算会社，東証・大証1部上場33業種525社。
　（ウ）移行時の退職給与引当金超過額に関する会計処理の方法
　←＝）過去勤務債務の掛金の期間
　なお，移行時において，過去勤務債務の未償却額を：負債の部に見積り計上する会計処理を採用
した場合には，その旨を移行時の事業年度の財務諸表に注記することとしているが，実際は，次
表にみるとおりその開示率は低い（2）。
　上表より明らかなように，退職年金制度を採用している旨については，198社が記載している
が，他の注記事項についての記載は，極めて少ない。これは，企業が余計な情報を公表して，利
害関係者に誤解を招くことを懸念し，あえて開示の慣行が定着していない計算書類への記載を避
けたものと解することができよう。しかし，適格退職年金制度は，従業員の高齢化が進む現状で
は，今後，さらに普及および発展が予想されるため，有価証券報告書の中での開示にとどまら
ず，商法決算上の計算書類についても開示が必要である。
　そこで，適格年金を資産の部へ計上した場合，その注記内容は，次のように修正するほうがよ
い。まず，　「適格退職年金制度等を一部（又は全部）採用した（又は採用している）旨」の文言
に替えて，受給資格を含む給付形態，すなわち，定年退職，中途退職及び死亡退職のいずれによ
るかと，移行割合を掲記する。例えば，　「当期より，勤続10年以上の定年退職金について50パー
セントを適格退職年金制度へ移行した。」と注記する。また，「最近時点の年金資産の合計憎憎は
過去勤務債務の現在額」は不要となるので，この代わり年金資産の充足率，すなわち，年金資産
の合計額と責任準備金の額との割合を示すこととする。例えば，　「適格退職年金資産の充足率は
60パーセントである」とすれば，年金財政の充実度が明らかとなり効果的である。さらに，「過
去勤務債務の掛金期間」だけではなく，その償却方式や償却割合を開示することが望ましい。
122
（注）
（1｝監査第一委員会報告第33号「適格退職年金制度等に移行した場合の会計処理及び表示と監査上の取扱
　　い」　（監査第一委員会）昭和54年4月工0目付。
（2）　「企業会計」　（中央経済社）昭和59年VOL．36，　NO．9，93頁参考。
?
す び
　これまでに述べた適格退職年金は，従来，退職金支払の準備として退職給与引当金のみで内部
積立てしていたものを，外部積立も認めることによって企業の福祉対策を税制面から補足強化し
ようとするものであるため，本質的には，企業財産の一部とみる方が正しいことを強調した。す
なわち，適格年金掛金として拠出した金額は，一種の長期の預け金と考えて，これを投資その他
の資産へ計上し，税法との調整を行う方法が最も適当である。また，後発過去勤務は，予定と実
際との誤差修正的な性格のものであるから，これを毎期引当経理するほうが，費用の正しい期間
配分ができるので合理的と考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1985年9月記）
